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第1章 序論 
 
1.1 はじめに 
 
力 F は最も基本的な力学量の一つであり，ニュートンの第 2 運動法則によ
り，F(N)は，次式のように慣性質量 M と加速度 a の積として定義される．  
               F = Ma              (1-1) 
時間的に一定な力，すなわち，静的な力の発生には，加速度 a として重力
加速度 g を用いることが便利であり，一般的である．この場合，天秤を用い
て国際キログラム原器からトレーサブルに値付けされた質量 M と，そこで計
測された重力加速度 g により，その物体に作用する重力として力 F を求める
ことができる． 
しかしながら，動的な力，すなわち，時間的に変動する力の発生・計測法
については，未だに確立された方法が存在していない．そこで，重力加速度
の存在する地上で重力の影響を受けずに変動する加速度を発生・計測する方
法として，本研究室では，質量を浮上支持させ，その質量に作用する慣性力
を光波干渉計により高精度に測定する「浮上質量法」という手法を提案・研
究している[1]． 
浮上質量法は，力センサの動的特性評価[2-4]や材料の強度試験法[5]，一般
物体間に働く摩擦力の評価[6]，高分子材料であるゲル (Gel) の粘弾性特性評
価[7]，アルミニウム棒の動的 3 点曲げ試験[8]，微小力の発生・計測法[9]，
人間の触覚へ生体力学[10]等の研究を行われている．そして，静圧空気直動
軸受[11-12]や直動ボール軸受[13]の摩擦特性評価法としても用いられており，
高精度な計測を応用されている．さらに，簡易的に，かつ，低コストの実験
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装として，静圧空気直動軸受けにわる振り子機構を用いた材料試験の衝突力
も進められている．また，高精度な測定は本研究室において提案された Zero 
crossing fitting method (ZFM) を用いて光のドップラーシフトした周波数を求
める． 
本論では，浮上質量法を応用した計測手法として，低コストの実験装とし
て一周波レーザを用いた直動軸受の摩擦特性評価を提案し，実験を行ったの
で，それについて報告する． 
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1.2 研究背景 
現在，精密工学の分野において，軸受の摩擦特性に大きな関心が集められ
ている[12-13]．軸受とは，機械要素のひとつで，回転や往復運動する相手部
品に接して荷重を受け，軸などを支持する部品である．軸を正確かつ滑らか
に回転させるために使用され，摩擦によるエネルギー損失や発熱を減尐させ，
部品の焼きつきを防いでいる．軸受の重要な特長として，高精度な運動特性
と小さな摩擦が挙げられる．直動軸受の摩擦を測定・評価することは，精密
機器を効率化，および，長寿命化させることに非常に効果的である． 
従来，軸受の摩擦を測定する方法として，力センサを用いた方法[2-4]や，
重力を用いた方法があるが，いずれも十分に調査されていない．軸受の重要
な役割を考慮すると，軸受の摩擦特性を高精度に評価する技術の開発が必要
不可欠である．軸受の摩擦を測定する方法として，通常力センサが用いられ
る．しかしながら，現在の力センサの校正法は分銅などを用いた静的なもの
しかなく，動的な校正方法が確立されていない． 
これらの問題を解決する手段として，本研究室が提案している，既存の力
センサを用いない動的な力の発生・計測法「浮上質量法」を直動軸受の摩擦
測定に応用する．本章では，光源として一周波通常レーザを用いた直動ボー
ル軸受の可動部に作用する摩擦の測定ついて述べる．実験では，直動ボール
軸受の可動部をダンパーに衝突させ，可動部の往復運動のときの摩擦を評価
する． 
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1.2 研究目的 
従来，摩擦の評価法について当研究室で多くの研究・実験が行われている．
光波干渉計を用いることで，移動している軸受の可動部に照射したレーザ光
に生じるドップラーシフトした周波数を測定する．  
しかし，計測に用いた機器はコストが高い 2 周波レーザが使われている．  
一周波レーザは低コストですが，方向が識別できないため，方向の識別に音
響光学変調器や周波数シフターなど光変調素子が必要で，かえってコストが
高くなってしまう． 
そこで，二周波レーザの代わり一周波レーザを使用することで低コスト実
験装置の開発を目指し，光変調素子を用いずに方向を識別できるように 1/4
波長板を用いる．  
本研究においては実験装置に 1/4 波長板を加えることで一周波 He-Ne レー
ザを用いた直動軸受の摩擦力の評価を行う．さらに，デジタイザを用いた全
波形観測による周波数の高精度測定の研究を行う．また，周波数の高精度測
定は本研究室で提案している ZFM を使用する．  
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1.4 研究概要 
第 2 章では，基本的な力学量としての力や本研究室の提案・研究していた
「浮上質量法」について述べる．そして，浮上質量法を応用した計測手法と
して，振り子機構及び直動軸受を利用した実験を行った本論の目的について
述べる．また，発生・計測である浮上質量法という手法の特徴について述べ
る． 
第 3 章では，光波干渉計について述べる．光の干渉を用いてドップラーシ
フト量を求める方法を用いる．その方法のひとつとして，マイケルソン型の
干渉計を用いる．光の干渉を測定する方法にはホモダイン法とヘテロダイン
法があり，それぞれの原理について述べる．また，向き判別機能を加えた干
渉計を提案する． 
第 4 章では，浮上質量法による測定において，光検出器から得られる信号
を記録し，その後，記録された波形から，速度，加速度，作用力などを計算
するのに使う Zero-crossing fitting method (ZFM)について述べる． 
第 5 章では，直動軸受けの可動部に作用する力を，光波干渉計を用いて慣
性力を測定し，動摩擦力を測定する方法について述べる． 
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第2章 浮上質量法 
 
浮上質量法とは，空気圧により浮上支持した質量（慣性質量）に作用する
慣性力を，光波干渉計を利用し，高精度に測定することを特徴とする変動す
る力の発生・計測法である． 
Fig.1.1 浮上質量法の概念図 
 
Fig.1.1 に浮上質量法の概念図を示す．数マイクロメートルの薄い圧縮空気
膜で質量を持った物体を浮上させると，物体の底面と床との間の摩擦は非常
に尐なくなるため，物体は，ほぼ摩擦の影響なしに移動することができる． 
浮上質量法において，可動部に作用する慣性力 F(N)は，可動部の慣性質量
M(kg)と可動部重心の加速度 a(m/s2)との積として求められる． 
光波干渉計により，力を受け，移動している物体からドップラーシフトし
た周波数を測定する．このドップラーシフトした周波数から物体の速度(v)，
位置(x)，加速度(a)，慣性力(F)を数値積分や数値微分などにより求める．こ
れより，それぞれのデータは完全に同期したものとして得ることができる． 
浮上質量法は力センサ動的校正方法などに適用する目的ために開発してき
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たものであるが，これを応用することにより新しい高精度な一般工業製品の
材料試験の研究を進めてきている．また，力計測に一般的に使われている力
センサに対する動的校正方法が確立されていない現状では，産業をはじめ，
科学技術及び学術分野に対して，浮上質量法が大きな役割を果たすと期待で
きる． 
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第3章 光波干渉計 
3.1 はじめに 
光波干渉計は周波数の差による発生したドプラーの現象である．通常，
光の周波数は高周波数であり，直接的に検出できないが，マイケルソン干
渉法などを用いることにより，光の強度，位相，周波数の変化を間的に求
めることができる．マイケルソン型の干渉計は，光の干渉を測定する方法
にホモダイン法とヘテロダイン法があり，それぞれの原理について述べる． 
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3.2 ホモダイン干渉計 
光波干渉計により，レーザ光のドプラーシフト周波数を間接的に求める．
動けるミラーからの反射光に対し，周波数の異なる光を干渉させ，ビート信
号を検出するホモダイン干渉法の原理について述べる． Fig.3.1 にマイケル
ソン型ホモダイン光波干渉計の模式図を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.1 マイケルソン型ホモダイン光波干渉計の模式図 
 
光源には一周波レーザを用いる．光源から放出された光は，非偏光ビーム
スプリッタ（NBPS）により，2 つに分けられ，一方は参照光，一方は測定光
として用いる．参照光は固定されたミラーで反射し，再び PBS に入射する．
測定光は測定ミラーで反射し，再び PBS に入射する．ミラーの動きの速度が
変化しているとき，測定光はドップラーシフトし，周波数が変化する．ミラ
ーで反射した後に NPBS に入射した参照光と測定光は干渉する． 
この干渉波形を光検出器（フォトダイオード PD) で測定することにより，
干渉信号を測定する．Fig.3.2 に示されるように周波数の差によりビートが
発生し，光検出器（PD）に表面に干渉縞が発生する．  
f 
f 
Single-frequency 
Non Polarizing Beam splitter 
f 
f+Δf 
Detector optics 
and electronics 
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Fig.3.2 周波数の差により発生したビートの現象 
 
ここでは簡単のために，単一スペクトル光源を仮定して原理を説明する． 
参照ミラー（Reference mirror）で反射される参照光の PD の位置における
電界を E1(t)，測定ミラー(Measurement mirror)で反射される測定光の PD の位
置における電界を E2(t)とすると， 
 
2 つの直交の偏光の振幅を U1，U2周波数を f 位相をφ1，φ2とすると PD
上での点 x における時刻 t での 2 つのレーザ光の電界は 
                                    (3-1) 
                                    (3-2) 
と表せる．2 つの光を検出器上で重ね合わせると，光の強度は以下で表せ
る． 
                         
   
   
       
                                  (3-3) 
PD は干渉縞の明暗（光の強度）を電圧の変化として検出する．PD により
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検出された電圧の変化は周波数が求められる．ドップラーシフトした測定光
と参照光の差の周波数を信号周波数 fbeatとする．固定のミラーが静止した状
態ときの参照光の周波数を基準として，fbeatとの相対的な周波数差から，動
けるミラーの速度変化に比例した周波数のシフト量 fdopplerがもとめる． 
                  (3-4) 
                 (3-5) 
 
 
Fig.3.3 速度に対する周波数の変化 
 
Fig.3.3 に速度に対する周波数の変化を示す．問題点は Fig.3.3 に示される
ように PD による測定光が静止した状態ときの参照光の周波数を基準として，
それぞれの方の左右に移動するときのビート周波数を発生させることが分か
る．つまり，速度方向が識別できい．  
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3.3 ヘテロダイン干渉計 
光波干渉計により，レーザ光のドプラーシフト周波数を間接的に求める．
動けるミラーからの反射光に対し，周波数の異なる光を干渉させ，ビート信
号を検出するヘテロダイン干渉法の原理について述べる． Fig.2 にマイケル
ソン型へテロダイン光波干渉計の模式図を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.4 マイケルソン型へテロダイン光波干渉計の模式図 
 
ヘテロダイン干渉計はホモダイン干渉計と似ている測定の手法がある．た
だし，光源には二周波レーザを用いる．光源から放出されたレーザ光は,  参
照光 f1，信号光 f2の直交偏光を持つ．偏光ビームスプリッタ(PBS)により，f1
と f2に分けられる．f1は固定されたミラーで反射し，再び PBS に入射する．
f2は動けるミラーで反射し，再び PBS に入射する．ミラーの動きの速度が変
化しているとき，f2はドップラーシフトし，周波数が変化する．ミラーで反
射した後に PBS に入射した f1と f2は干渉する．f1がドップラーシフトした f2
と干渉するとき，周波数の差によりビートが発生し，光検出器（PD）に表面
に干渉縞が発生する．周波数の差により発生したビートの現象は Fig. 3.2 に
f2 
f1-f2 
Two-frequency 
Polarizing Beam splitter f1-f2 
f1 
f2+Δf 
Detector optics 
and electronics 
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示したと同じである． 
2 つの直交の偏光の振幅を U1，U2周波数を f1，f2位相を σ1，σ2とすると
PD 上での点 x における時刻 t での 2 つのレーザ光の電界は 
                                      (3-6) 
                                      (3-7) 
と表せる．2 つの光を検出器上で重ね合わせると，光の強度は以下で表せ
る． 
                         
   
   
       
                                                   
 (3-8) 
 PD は干渉縞の明暗（光の強度）を電圧の変化として検出する．PD によ
り検出された電圧の変化は周波数が求められる．ドップラーシフトした f2
と f1の差の周波数を信号周波数 fbeatとする．f2と f1がドップラーシフトし
ていないときの差の周波数を参照周波数 frestとする．固定のミラーが静止
した状態の周波数 frestを基準として，fbeatとの相対的な周波数差から，動け
るミラーの速度変化に比例した周波数のシフト量 fdopplerがもとめる． 
                       (3-9) 
                   (3-10) 
               (3-11) 
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Fig.3.5 速度に対する周波数の変化 
 
Fig.3.5 速度に対する周波数の変化を示す．測定のミラーが静止したとき，
ビート周波数は f1－f2 である．それに対し，測定のミラーが移動するとき，
ビート周波数は静止した状態の周波数差との相対的な周波数差 Δf  になる．
高分解能測定には位相の安定した測定が必要である．つまり，注入電流に
よる周波数変調幅には限界があり，測定周波数が上がると，精度が落ちて
しまう．また，ホモダイン干渉計の一周波通常レーザの光源と比べ，コス
トが高い．したがって，光源として一周波通常レーザを使用することで低
コスト実験装置の開発を目指す． 
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3.4 一周波レーザの判別機能 
 
一周波通常レーザは，周波数を 1 つしか持たない．このため，可動部の
速度が 0[m/s] となる状態では，検出器において光の明暗が検出されず，ド
ップラーシフト周波数が 0[Hz]となる．さらに，一周波通常レーザの問題
点は移動方向の識別できないため，音響光学変調器（AOM）や周波数シフ
ターなどの光変調素子が必要である． 
 
3.4.1 AOM による速度方向の識別方法 
 
Fig.3.6 に AOM を加えたホモダイン干渉計を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.6 AOM を加えたホモダイン干渉計 
 
Fig.3.1 のホモダイン干渉計とほぼ同じであるが，異なるところは参照光
に AOM（Acousto-optic modulator，音響光学素子）等で周波数シフトが加
えられている点である． 
f+fAOM 
Detector optics 
and electronics 
f 
f 
Single-frequency 
Non Polarizing Beam splitter 
f+Δf ωAOM 
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Fig.3.7 AOM の略図  
 
AOM は音響光学効果を利用した光変調器のことで，透明な物質中に音
波が伝搬すると，その密度変動により屈折率が変化することを利用してい
る。Fig.3.7 に AOM の略図を示す．透明な結晶（モリブデン酸塩 PbMoO4、
二酸化テリル TeO2 など）の片端にトランスデューサが接着され，もう片
端は超音波の反射を防止するため斜めに切断してある． 
圧電トランスデューサを振動させると，結晶内に超音波振動の進行波が
生じ，その密度変動により屈折率の分布が生じ，そこを通過する光にとっ
ては回折格子のはたらきをするようになる．この回折格子によって生じる
ブラッグ反射を利用し，その１次回折光を用いる．１次回折光がもっとも
強くなる角度θは， 
 ＝
     
  
    (3-12) 
となる．ここで，λは光の波長、fAOM は AOM の駆動周波数、v は結晶
内における超音波の速度である． 
ここで，使用されている AOM に光が通ると，一回でωAOM ずつ周波数
シフトを与えられる．AOM を往復 2 回通過することになるので，参照光
には 2ωAOM の周波数シフトが与えられる．他はホモダインと同じように
参照光と測定光の干渉光を PD で測定する．今，参照ミラー，測定ミラー
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とも振動していない状態で考える．参照ミラーで反射される参照光の PD 
の位置における電界を E1(t)，測定ミラーで反射される測定光の PD の位置
における電界を E2(t)とすると， 
                                             (3-13) 
                                    (3-14) 
よって，PD の位置における光強度は， 
                        
   
   
       
                                              (3-15) 
となる．式より，測定ミラーが振動していないときの光検出器の出力は参照
光と測定光の周波数差（AOM で参照光に与えた周波数シフト）ωAOM を周波
数とする信号が検出される．この信号をビート信号と呼ぶ．このように，周
波数が異なる光を干渉させる方法を光ヘテロダイン検波法という． 
 次にホモダインのときと同様に測定ミラーが振動速度 v(t)で単振動してい
る場合を考える． 
                                            (3-16) 
よって，PD の位置における光強度は， 
                        
   
   
       
                                                      
(3-17) 
となる．したがって，PD で観測されるビート信号は AOM でのシフト周波
数ωAOM を中心周波数とする．  
以上のことから，一周波レーザを用いたホモダイン干渉計は，周波数シフ
トの音響光学変調器 (AOM)を加えたところ，速度方向が求められるが，比較
的高価な AOM を必要とする． 
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3.4.2 1/4 波長板による速度方向の識別方法 
次に，1/4 波長板を用いることにより，速度方向を識別することを提案す
る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.8 1/4 波長板を加えたホモダイン干渉計 
 
Fig.3.8 に 1/4 波長板を加えたホモダイン干渉計を示す．光源には一周波レ
ーザを用いる．参照光と測定光はそれぞれのミラーで反射されて再び偏光
ビームスプリッタ（PBS）を通った後で，非偏光ビームスプリッタ（NPBS）
で 2 つ分けられる．一方はそのまま，光検出器（PD1）に入る．もう一方
は位相を 90 度遅らせるため 1/4 波長板を透過すし，検出機（PD2）に入る．
出力信号に位相が 90 度異なる 2 つの波を使うことにより，速度方向を識別
する． 
 
 
f 
f f 
f+Δf 
Single-frequency 
Polarizing Beam splitter 
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Fig.3.8 から， PD1 と PD2 で干渉された電気信号を読み取り，2 つの電気
信号の位相差は 90 度ある．その位相差から移動や速度の方向を識別させる．
移動方向を識別するため，まず，デジタイザで記録した 2 つの電圧データを
シュミットトリガにより，デジタル値に変更する．Fig.3.9 はデジタル値に
変更した電圧信号を示したものである． 
 
 
 
Fig.3.9 電圧信号のデジタル値に変更 
 
次に，デジタル信号を，排他的論理和，つまり，エクスオア(XOR)をする 
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Fig.3.10 CH0 のステートが変化したときの CH0，CH1 のステートと CH1
のステートが変化したときの CH0，CH1 のステートの様子 
 
Fig.3.10 に位相差が 90 度違っているチャンネル CH0 と CH1 の二つのデジ
タルな信号を示す．CH0 の信号が立ち上がりエッジと立ち下がりのステータ
スが変わった時に，CH0[現在の値] と CH1[現在-1 の値]を XOR する． 
そして，CH1 の信号ステータスが変わった時にも，CH0[現在の値]と
CH1[現在-1 の値]を XOR する． 
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(a) 
 
(b) 
Fig.3.11 XOR による方向の識別 
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以上のように，まとめて，Fig.3.11(a)に示しているよう(CH1)XOR(CH2)し
たことで方向の識別ができる．Fig.3.12(b)は LabVIEW により作成したプロ
グラムで方向の識別の図である．このような過程を，プログラムを作成し，
改善した ZFM のプログラムと合わせます． 
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第4章 周波数変換 
4.1 はじめに 
従来，浮上質量法による測定では，可動部の速度に比例する光のドップラ
ーシフトした周波数を検出器により電気信号として読み取り，これを周波数
カウンタにより測定してきた．しかしながら，一般的な周波数カウンタの性
能は，高い周波数分解能と短いサンプリング間隔で周波数を測定するには不
十分である．周波数カウンタでは，波形情報の一部のみを読み取り，その情
報から波形の周期や周波数が計算される．これにより発生する不確かさが，
周波数カウンタに起因するものとして，浮上質量法による測定の不確かさの
大きな要因となっている． 
そこで，近年，本研究室において提案された Zero crossing fitting method 
(ZFM) を用いて光のドップラーシフトした周波数を求める．ZFM では， 
Zero crossing averaging medthod (ZAM)に基づき，検出器から得られる電気信
号をデジタイザにより記憶し，その後，記録された波形から，C 言語や
LabVIEW により作成したプログラムを用いて周波数を求める．デジタイザ
を用いて検出器からの電気信号を全波形で観測することにより，分解能を向
上させ，高精度に周波数を測定することができれば，浮上質量法における測
定の不確かさを小さくすることができる．さらに，高価な周波数カウンタに
よる周波数測定を，比較的安価なデジタイザを用いた周波数測定に置き換え
ることができれば，浮上質量法を用いた試験や装置を低コストで製作できる
ことが期待される． 
本研究では，ZFM 法により周波数を計算するプログラムを LabVIEW で作
成する．衝突実験の検出器から得られる電気信号をデジタイザにより記憶し
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た例のデータの波形を，ZFM を用いて，周波数を求めた後，速度，加速度，
位置，作用力を計算し，ZFM の特性を評価する． 
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4.2 アルゴリズム 
実験にてデジタイザを用いて記録した波形データから，Zero crossing fitting 
method (ZFM)を用いて周波数を求める． 
Fig.4.1 に，ゼロクロス点を求めるアルゴリズム図を示す．横軸は時間 t，
縦軸は電圧 V である．まず，デジタイザにより記録した全ての電圧値の中か
ら，電圧値がゼロとなる線の前後にあたる点を検出する．負から正に向かっ
てゼロとなる線を通る 2 点について線形補間を行い，電圧値がゼロとなる線
を通る点をゼロクロス点とする． 
 
 
Fig.4.1 波形からゼロクロス点を求めるアルゴリズム 
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実際には，ゼロクロス点を求めた後，一定のゼロクロス点の数，N 個ごと
に 1 つの周波数を求める．これは周波数カウンタの機能と同じものである．
ただし，ZFM の大きな特徴として最小自乗法により N 個ごとの隣接したゼロ
クロス点から，Cjを最小にする周期 Tjと位相 Pjを求める．その後，周波数は
数 N ごとに決まる Tjから算出される． 
 
 
Fig.4.2 周波数を算出するためのアルゴリズム (N=5) 
 
Fig.4.2 は，電圧波形から周波数を算出するためのアルゴリズムの簡略図で
ある．これに N を用いて周波数を求める．また，変換には LabVIEW を用い
た． 
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まず，ゼロクロス点 1 つ 1 つに，番号 i(i=0,1,2,…)をつける．そして，定
めたゼロクロス点の数，N 個ごとに，番号 j(j=0,1,2,…)をつける．1 つの周波
数を求めるための周期 Tjは N ごとに 2-1 式のように数 N かける番号 i とゼロ
クロス点 tiの和引く番号 i の和とゼロクロス点 tiの和の積そしてそれを，数
N かける番号 i の二乗の和引く全体の二乗の番号 i の和で割る．これを用い，
周波数 fiは 2-3 のような fi=1/Tjから求められる．また，位相 Pjは N ごとに
2-2 式のように計算する．これを用い，周波数の時間 tf,jは 2-4 式のような
((N-1)/2)Tj+Pjから求められる．また，Cj二乗最小の値は 2-5 式ように求めら
れる． 
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(4-5) 
このアルゴリズムにて求められる周波数 fiは，可動部に取り付けた CC か
ら反射された信号光と参照光の差周波数であるビート周波数 fbeatと，可動部
が静止した状態の周波数としての参照周波数 frestである． 
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4.3 データ解析手順 
Fig.4.3は，本実験におけるデータ解析手順を示している．まず，デジタイザ
で測定された電気信号の波形を4.3節にて述べたZFMを用いて周波数に変換する．
この周波数変換では，ビート周波数fbeat (Hz)と中心周波数frest (Hz)，ビート周波
数の時刻f t (s)を出力する．Fig.4.3の最上部のグラフは，出力されたビート周波
数fbeat(Hz),中心周波数frest(Hz)の変化の様子を示す．ここで，Fig.4.3の電圧のグ
ラフは波形を示すためのもので，他のグラフと時間軸が異なっている． 
可動部速度はビート周波数に比例する．この速度v (m/s)は，測定ごとのドッ
プラーシフト周波数に相当し，fDoppler (Hz)を用いて次式で表される． 
      
        
 
     (4-5) 
                                (4-6) 
ここで，λair は，空気屈折率（n） を用いた空気中での実験環境下のレーザ波
長である． 
次に，加速度a (m/s2)は，次式を用いた数値微分で求められる． 
  
  
   
     (4-7) 
ここで，tf (s)はビート周波数fbeat (Hz)の時刻であり，また，速度v (m/s)の時刻に
相当する． 
また，ta (s)は， 
   
           
 
              (4-8) 
と表され，各位置x (m)，各作用力F (N)での時刻に相当する． 
また，可動部の位置x (m)は次式を用いた数値積分により， 
            (4-9) 
として求められる． 
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そして，作用力F (N)は，加速度a (m/s2)と可動部質量M (kg)との積として， 
         (4-10) 
により，求められる．  
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Fig.4.3 データ解析手順 
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4.4 実験結果 
Fig.4.4 に，光波干渉計の出力信号の波形を用い，(N=500)として計算され
たビート周波数 fbeat と参照周波数 frest の変化を示す．ビート周波数は
t=0.125[s]と t=0.15[s]の間に急激に変化している． 
 
 
 
Fig.4.4 時間に対する周波数(N=500) 
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(a) 
 
(b) 
 
(c) 
Fig.4.5 時間に対する周波数 
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Fig.4.5(a)に，t=0.12[s]と t=0.128[s]，の間の，(N=100)として計算されたビ
ート周波数 fbeatの変化を示す．また，Fig.4.7(b),  (C)に，同じデータから，
(N=500)，(N=1000)として計算されたビート周波数 fbeatの変化を示す．比較す
ると，N が大きくなるとともに，ばらつきが減尐されている．ZFM において
1 つの周波数を求めるゼロクロス点の数 N を用いることにより，周波数のノ
イズの減尐が明らかになる． 
Fig.4.6 に，衝突試験における衝突付近の(N=100)，(N=500)，(N=1000)とし
て計算された時間に対する力の変化を示す．Fig.4.6(a),(b)を比較すると，力を
計算する際に，1 つの周波数を求めるゼロクロス点の数 N を増加させること
によるノイズが除去の効果が表れている．しかし，N を増加させると，サン
プリング間隔が長くなっている． 
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(a) 
 
(b) 
 
(c) 
Fig.4.6 時間に対する力 
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4.5 考察 
本実験では，デジタイザを用いて，検出器からの電気信号を全波形観測した．
その後，ZFM による周波数の導出において，電圧の値がゼロを通過するゼロ
クロス点を求めてから，隣接した数個のゼロクロス点から，最小自乗法によ
り，周期及び位相を求め，周波数を周期の逆数として求めた． 
ZFM の大きな特徴は，ZFM の特徴は Cj の式で表されているように最小 2
乗法をもちいている．この Cj 式は数 N ごとに Cj を最小するような Tj，Pj の
値を決める．  
Fig.2.5 と Fig.2.6 に示されたように，ノイズを大きく減尐させる効果がある． 
ZFM は，サンプリングした多くのゼロクロスを，無駄にすることなく活用し
た分解能を改善する方法である．また，Fig.2.5 に示されたように，1 つの周
波数を求めるためのゼロクロスの数 N を増加させることも，測定点の不安定
性を除去する効果がある．しかしながら，N を増加させると，プロット間隔
が長くなる． 
ZFM は，実験の精度とサンプリングレートを向上させるだけではなく，低
コストモデルのデジタイザを用いたことにより，実験装置の低コスト化を図
った．さらに，ZFM は各ゼロクロスを評価するためのアルゴリズムにより，
線形補間と同様に多項式近似か正弦曲線適合で有効になる． 
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第5章 一周波レーザを用いた直動軸受の摩擦特性評価 
 
5.1 直動軸受について 
Fig.5.1 に本実験で使用した直動軸受の写真を示す．Fig.5.2 に直動軸の模
式図を示す．Fig.5.3 に直動軸受のスケール図を示す．使用した直動軸受は，
「NB 社製スライドテーブル SVT 型 SVT2110」である．NB スライドテーブ
ルは、高精度に加工されたテーブルとベッドの間にスライドウェイが組み込
まれている．テーブル内部にはストッパーが設けられている．スライドウェ
イの性能を十分発揮させるために，テーブルとベッドの取付面は精密仕上げ
されているので，高精度の直線運動が得られる．摩擦について非循環方式の
採用で摩擦抵抗が尐なく，低速から高速まで極めて安定した動作が可能であ
る．そして，スライドウェイの高負荷容量と高剛性という特長を発揮させ，
しかも最小の形状になるように設計されている．さらに，精度・予圧が最適
になるように組み立てられており，面倒な調整が一切必要無く、そのまま使
用できる．また，標準化された取付穴がテーブル及びベッドに設けてあり，
ボルトで取り付けるだけで簡単に高精度の直線運動が得られる． 
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Fig.5.1 軸受の写真 
 
Fig.5.2 軸受の模式図 
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Fig.5.3 直動軸受のスケール 
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5.2 実験装置 
Fig.5.4 に直動軸受の摩擦特性測定実験の装置の構内図を示す．Fig.5.5 に
実験装置写真を示す． 
 
 
 
Fig.5.4 直動軸受の摩擦特性測定の実験装置 
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(b)  
Fig.5.5 実験装置写真 
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Fig.5.6 質量測定 
実験装置は主に，直動軸受とマイケルソンの干渉計，電気信号を測定する
デジタイザ(National Instrument 社製 Model: NI PCI-5102)から構成されている．
干渉計の光源には 1 周波 He-Ne レーザ(SOC Showa Optronics 社製，Model: 
GLG5240)を用いた．波長は 632.8[nm] である． 
Fig.5.4 において，レーザ光の偏光方向を垂直から 45 度に傾け，偏光ビー
ムスピリッター (PBS) に入射する． PBS を透過した後，一方は PBS で光が垂
直偏光の状態で反射し，一定の距離に固定された CC(コーナーキューブプリ
ズム)で反射される．もう一方は PBS で光が平面偏光の状態で通過し，可動
部のサイドウォールに取り付けられた CC で反射される．この際，サイドウ
ォールに取り付けられた CC に入ったレーザ光は，可動部の速度によるドッ
プラー効果のため，周波数が変動する．分かれた 2 つのレーザ光は 2 つの
CC で反射されたときに，それぞれの偏光位相が逆になる．元きた道を戻り，
再び偏光ビームスピリッターに集まり，ミラーへと向かう．ミラーに反射さ
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れ，もう一度位相が逆になる． 次に，レーザ光が非偏光ビームスピリッター
(NBPS)に入射し，2 つに分けられる．一つはその先においた GTP を通過し，
検出器(PD1)に入る．GTP に入る前の 2 つの重なった光は，偏光の向きが互
いに直交しており，GTP を通過する際に，偏光の向きがそろえられ，2 つの
レーザ光は干渉する．すると，このビート周波数 fbeat1は PD1 にて電気信号に
変換され，デジタイザで計測される． 
もう一つは位相を 90 度遅らせるための 1/4 波長板を透過する．その後，そ
の先においた GTP を通過し，PD2 に入る．このビート周波数 fbeat2 は位相が
90 度に遅らせてあり，PD2 にて電気信号に変換され，デジタイザで計測され
る．本実験はサンプルレートで 10[MS/s]とした．サンプル数は 16[M]，測定
時間は 1.6[s]である．本実験の制御には LabVIEW を使用した．  
後に，「実験方法」の節にて述べるが．軸受に手動で初速を与え，ダンパ
ー間を往復運動させる．このときのドップラーシフト周波数を光波干渉計で
測定する．本実験では，Fig.5.5(b)において軸受の移動方向が右向きのとき，
これを正の方向とする． 
直動軸受の可動部には，凹型のブロックと付加質量のブロック，コーナー
キューブプリズム(CC)が取り付けられており，総質量は 2.28747[kg]である．
軸受は 2 つのゴムダンパー間を往復運動し，その可動範囲は約 20[mm]である． 
軸受が取り付けられたベースは，その傾斜角が調整できる．可動部によっ
て許容することができる最大重量はおよそ 200 [kg]である． 
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5.3 軸受可動部の重心位置の推定方法 
 
衝突の時，ベアリングガイド部に，衝撃モーメントが伝わるため，衝突点
は，可動部の重心を通り，可動部方向に並行な直線上に置かなければならな
い．そのため，軸受可動部重心 GC の位置を正確に調べる必要がある． 
軸受可動部直動軸受自身の可動部 Moving part はガイド部から外すことがで
きるため，CC と付加質量と軸受を取り付けた凹型ブロックの重心を求める．
まず，Fig.5.7 のように，凹型ブロック体をステンレスワイヤで地面に対して
平行になるようアルミブロックに吊るし，その様子を真横から三脚を用いて
カメラで撮影する．この時，凹型ブロック体の重心はステンレスワイヤの延
長線上にあると考えられる． 
 
 
 
Fig.5.7 凹型ブロック体をステンレスワイヤでアルミブロックに吊るした
様子 
Stainless 
wire 
Aluminum 
block 
Center of 
gravity 
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Fig.5.8 のように，撮影した画像に x 軸と y 軸を設け，延長した線を数式化
する．次に，凹型ブロック体にステンレスワイヤを掛ける箇所を変えて，ア
ルミブロックに吊るす．再び，カメラで真横から撮影し，前述と同様の手順
で，ステンレスワイヤを延長した線を数式化する．この 2 つの直線の交点を，
凹型ブロック体の重心の位置として推定することができる．  
 
 
Fig.5.8 凹型ブロック体の軸設定 
 
凹型ブロック体の重心位置の誤差評価を行うために，凹型ブロック体にス
テンレスワイヤを掛ける箇所を 4 回変えて，4 枚の写真を撮り，数式を 4 つ
もとめた．4 つの直線から 6 つの交点ができるため，この 6 つの交点の値を
用いて凹型ブロック体の重心位置の誤差評価を行う．再現性を確かめるため
に，本実験を 3 回行った． 
 
 
 
Center of 
gravity 
0 
x/mm 
y/mm 
y=ax+b 
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Fig.5.9  凹型ブロック体にステンレスワイヤを掛ける箇所を 4 回変えたカ
メラで撮影した画像 
 
以下のように直線の交点を定義する． 
 
i 回目の①と②の直線の交点：GC①②i (GC①②xi，GC①②yi)， 
i 回目の①と③の直線の交点：GC①③i (GC①③xi，GC①③yi)， 
i 回目の①と④の直線の交点：GC①④i (GC①④xi，GC①④yi)， 
i 回目の②と③の直線の交点：GC②③i (GC②③xi，GC②③yi)， 
i 回目の②と④の直線の交点：GC②④i (GC②④xi，GC②④yi)， 
i 回目の③と④の直線の交点：GC③④i (GC③④xi，GC③④yi)． 
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i 回目における凹型ブロック体の重心 (GCi  = [GCxi，GCyi] ) は，次式でも
とめることができる． 
      
6
GC ＋ GC ＋ GC ＋ GC ＋ GC ＋ GC
　　GC xixixixixixixi ③④②④②③①④①③①②    
(5-1) 
      
6
GC ＋ GC ＋ GC ＋ GC ＋ GC ＋ GC
　　GC yiyiyiyiyiyiyi ③④②④②③①④①③①②     
(5-2) 
求めた凹型ブロック体の重心 GCi の x 座標の標準偏差 xi は次の式でもと
めることができる． 
         (5-3) 
ただし， 
A = GC①②xi - GCxi          (5-3-1) 
B = GC①③xi - GCxi          (5-3-2) 
C = GC①④xi - GCxi          (5-3-3) 
D = GC②③xi - GCxi          (5-3-4) 
E = GC②④xi - GCxi          (5-3-5) 
F = GC③④xi - GCxi          (5-3-6) 
とする． 
もとめた凹型ブロック体の重心 GCiの y 座標の標準偏差 yiは次の式でもと
めることができる． 
         (5-4) 
　
6
F ＋ E ＋ D ＋ C ＋ B ＋ A
　σ
222222
xi

　
6
L ＋ K ＋ J ＋ I ＋ H ＋ G
　σ
222222
yi

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ただし， 
G = GC①②yi - GCyi          (5-4-1) 
H = GC①③yi - GCyi          (5-4-2) 
I = GC①④yi - GCyi          (5-4-3) 
J = GC②③yi - GCyi          (5-4-4) 
K = GC②④yi - GCyi          (5-4-5) 
L = GC③④yi - GCyi          (5-4-6) 
とする． 
次に，凹型ブロック体の重心 GCiを中心として 6 つの交点 (GC①②i，GC①③i，
GC①④i，GC②③i，GC②④i，GC③④i) が全て含まれる半径 ri をもとめる．つまり，
凹型ブロック体の重心 GCiから最も遠い点までの距離である． 
Table.5.1 に計算結果を，Table.5.2 に求めた凹型ブロック体の重心位置とそ
の誤差評価について示す． 
Table 5.1 計算結果． 
i 回目 
GC①②i 
[mm] 
GC①③i 
[mm] 
GC①④i 
[mm] 
GC②③i 
[mm] 
GC②④i 
[mm] 
GC③④i 
[mm] 
1 回目 (62.42,26.61) (59.46,27.12) (60.33,26.25) (59.93,25.93) (60.83,26.17) (58.16,26.58) 
2 回目 (58.94,24.15) (59.01,27.17) (58.04,26.99) (58.99,27.16) (58.24,26.96) (60.59,26.58) 
3 回目 (60.09,26.61) (59.19,26.75) (57.03,26.39) (59.31,26.69) (57.75,26.27) (62.53,25.51) 
 
Table 5.2 凹型ブロック体の重心位置と誤差評価（データ） 
i 回目 重心 GCi RMS：σi 
Error:ri 
[mm] 
1 回目 (60.19,26.44) (1.42,0.42) 2.23 
2 回目 (58.97,27.01) (0.89,0.23) 1.62 
3 回目 (59.32,26.42) (1.93,0.51) 3.21 
 
今回，凹型ブロック体の重心を，本実験で最も標準偏差σおよび，誤差 r
の尐ない 2 回目の GC2 (58.97,27.01) とした． 
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5.4 実験方法 
5.2 節で求めた軸受本体のスライド部に，凹形の金属ブロックを取り付け，
そのサイドウォールに CC を取り付け，ステージに取り付ける．軸受のスラ
イド部分と，凹形ブロック体，それに CC を加えた可動する部分の全体の質
量を M とする．軸受の動摩擦力 F は，質量 M と加速度 a の積として計算を
行う．Moving Part の質量 M は，軸受本体の Moving Part の質量＋凹形金属ブ
ロック体の質量＋加えたアルミプレートの質量＋CC の質量として計算し，
その合計は 2.28747 kg であった．  
可動部はその移動範囲を左右に取り付けたダンパーによって約 20 [mm]に
制限してある．この可動部に手動で初速を与え，軸受を往復運動させる．可
動部は左のダンパーから跳ね返り，右のダンパーと衝突し，停止するまで自
由に移動する．このとき，可動部は軸受の動摩擦力を受け，それに応じて運
動方向に対して負の向きに加速度を受ける．そのときの速度に応じてサイド
ウォールに取り付けられた CC に入射するレーザ光はドップラー効果により
周波数が変動し，干渉計によりそのサイドウォールの速度は正確に計算され
る．可動部の移動範囲の中で，可動部の移動方向と直角になる方向にトリガ
用のレーザを設置してある．実験開始時には，トリガ用の PD に，そのレー
ザ光が入射している．実験者が可動部を指で弾いて初速を与え，可動部が直
線運動をはじめると，可動部の一部がそのレーザ光をさえぎり，計測を開始
する．その直後からデジタイザで測定した電圧のデータをファイルに収録す
る． 
ビート周波数は，デジタイザが記録した電圧波形を周波数変換することで
計算される．この周波数の数値から，可動部の速度 v，加速度 a，位置 x，力
F を計算する ．計算は LabVIEW を使用している． 
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5.5 データ解析手順 
Fig.5.10 は本実験におけるデータ解析手順を示している．まず，デジタイザ
で測定された電気信号の波形を2.3節にて述べるZFMを用いて周波数に変換する． 
この周波数変換では，ビート周波数fbeat1 (Hz)とビート周波数の時刻f t (s)を出
力する．Fig.5.10の最上部のグラフは，出力されたビート周波数fbeat(Hz)の変化
の様子を示す．ビート周波数は可動部速度に応じて変化する．この速度v (m/s)
は，測定ごとのドップラーシフト周波数に相当し，fDoppler (Hz)を用いて次式で
表される． 
      
        
 
    (4-5) 
                   (4-6) 
次に，加速度a (m/s2)は，次式を用いた数値微分で求められる． 
  
  
   
     (4-7) 
ここで，tf (s)はビート周波数fbeat (Hz)の時刻であり，また，速度v (m/s)の時刻に
相当する．また，ta (s)は， 
   
           
 
              (4-8) 
と表され，各位置x (m)，各作用力F (N)での時刻に相当する． 
また，可動部の位置x (m)は次式を用いた数値積分により， 
           (4-9) 
として求められる．そして，図の作用力F (N)は，加速度a (m/s2)と可動部質量M 
(kg)との積として， 
         (4-10) 
により，求められる．  
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Fig.5.10 データ解析手順 
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5.6 実験結果 
Fig.5.11(a)に時間に対する力の変化を示す．Fig.5.11(b)に，時間に対する力
の変化の拡大図を示す．可動部は左側と右側，左側のゴムダンパーと衝突し
た．実験間，1 サイクルの往復運動が見られた．左ダンパーと衝突した際の
力の最大値は 11.765N であった．右ダンパーと衝突した際の力の最小値は-
3.45N であった．実験中に 3 回あった衝突箇所以外にも微小力が働いている
のが確認できる．この微小力は直動軸受の摩擦力に相当すると考えられる． 
Fig.5.12(a)に位置に対する力の変化を示す． Fig.5.12(b)に 5 回分の実験デー
タをまとめた位置に対する力の変化を示す．それぞれの一回分には可動部を
往復運動させて，左側，右側，左側のダンパーと衝突させた． 
Fig.5.13 に速度に対する力の変化を示す．可動部は左側と右側のゴムダン
パーと衝突され，3 サイクルの往復運動された． 
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(a) 
 
 (b) 
 Fig.5.11 時間に対する力の変化 
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(a) 
 
(b)  
Fig.5.12 位置に対する力の変化 
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Fig.5.13 速度に対する力 
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5.7 考察 
 
Fig.5.11(a)において，上下にいくつかのピーク波形が見られる．これらは，
ダンパー可動部が衝突したときに受ける衝撃力を示す加速度である．衝突し
たとき，速度が 0[m/s]に付近，つまり，周波数 0[Hz]付近で，算出が尐なく
なる．そのため，周波数が 0[Hz]に近づくほど時間分解能が悪化する．すな
わち，プロット点が疎になる．しかし，摩擦実験においては問題がない． 
Fig.5.11(b)において，軸受に初速を与える向きは，Fig.4.4 における負の向
きであるから，はじめのピーク波形は正の方向に表れている．それに対して，
右ダンパーを衝突した時の向きは，正の向きで，ピーク波形は負の方向に表
れている．ピーク波形の部分以外は，軸受が直線運動している際に受ける動
摩擦力で，軸受の進行方向によって正負がはっきりと分かれていることがグ
ラフからも読み取ることができる．また，衝突後に反対方向に一時的に波形
を生じていることに気づく．これは，ダンパーと可動部が固着していること
を表している．    
Fig.5.12(a)において，左右の端に見られるピーク波形はダンパー衝突時に，
可動部のダンパーから受ける応力である．その間の部分で，可動部の移動方
向が右向きであるときに，微小力は負方向に表れている．それに対して，可
動部の移動方向が左向きであるときに，微小力は正方向に表れている．  
Fig.5.12(b)において，5 回の実験結果の往復方向への動きの曲線は定性的に
一致しているように見える．しかしながら，完全に一致していない点もあり，
軸受の位置による摩擦力が完全に定まった形で得られているとは言えない．
これは，可動部がダンパーに衝突したことによる機械的振動の成分がわずか
に影響しているものと考えられる． 
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 Fig.5.13 において，可動部の移動方向が右向きであるときに，速度は正方
向につれて，微小力は負方向に表れている．それに対して，可動部の移動方
向が左向きであるときに，速度は負方向につれて，微小力は正方向に表れて
いる．1 サイクル目と 2 サイクル目のばらつきが大きいな波形は可動部がダ
ンパーに衝突したことによる機械的振動の成分がわずかに影響しているもの
と考えられる． 
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第6章 結論 
 
本研究は浮上質量法を応用し，一周波レーザを用いて動的な直動軸受の摩
擦力を高精度に測定した．位置に対する動的摩擦力 F のグラフにより，軸受
の摩擦が位置に存在し，よく一致していることが分かった． 
光源には一周波通常レーザを用いて直動軸受の摩擦特性を測定することに
より，1/4 波長板の有効性を示した．つまり，実験装置に 1/4 波長板を使用し，
出力信号に位相が 90 度異なる 2 つの波を発生させる．2 つの波を使うことに
より，方向を識別するプログラムを作成しました．今後改善をはかることで，
干渉計の低コスト化を実現することができます．  
周波数の高精度測定は本研究室で提案している ZFM を使用した．検出器
から得られる電気信号を，周波数カウンタを用いず，デジタイザにより記憶
した．その後，記憶された波形から，LabVIEW により作成したプログラムに
より周波数に変換し，速度，加速度，作用力などを計算した．ZFM の高い精
度を示した．  
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